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■第1回アンケート調査結果

水害

○ 水害（洪水、津波、高潮）に対して不安な川であると回答した方が9割

○ そのうち、洪水が不安だと回答した方は約6割、地震・津波と回答した方は約4割。

○ 洪水に対して不安を抱く理由としては、川の流れる断面積が小さくて不安を感じるか

らが約5割、過去に洪水（大雨）による被害を経験しているからが約4割。

水質
○ 水がきれいと感じる方は約2割。

○ 水が汚いと感じる方は約4割。

○ 水が汚いと感じる区間は、下流区間が最も多い。

自然・
風景

○ 自然が豊かが約3割。

○ 自然が少ないが約3割。

○ 風景が良いが約3割。

○ 風景が悪いが約3割。

利用
○ ほとんど行かない方が約5割、週に数回以上が約3割。

○ 散策・ジョギングが約5割。

将来像
○ 洪水（大雨）に対して安全な川にしてほしいが約3割と最も多い。

○ 地震・津波に対して安全な川及び水がきれいな川にしてほしいがそれぞれ約2割。

調査目的：神内川対する住民意識とニーズの把握
調査期間：平成29年7月24日～平成29年8月11日
調査対象地域：紀宝町のうち、神内川流域及びその周辺
配付数：3187戸
回収率：32％
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■第2回アンケート調査結果

Q地震・津波・高潮への備えとして、河道の掘削等を実施することや神内川防潮水門の耐震対策を実
施することについて、ご意見をお伺いします。

Q神内川の環境等に関して、これから望むことをお伺いします（複数回答可）

河川整備計画（原案）に対しては、「今回の整備内容を早く実施してほし
い」と回答した方が９割以上を占めた。

環境等に対して関しては、水辺空間の利用および動植物にとって良好な環
境を望むという方が多かった。

90.3% 6.4% 3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回の整備内容を総合的に進めてほしい これ以上整備する必要はない その他

0 0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25 0% 30.0% 35 0%

動植物にとって良好な環境を保全してほしい。

散歩や水遊びなどで神内川を楽しむことができるようにしてほしい。

景観を改善してほしい。

水質を改善してほしい。

今のままでよい。

その他



４．流域の概要
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■神内川の現状と課題
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項目 現状 課題

洪水

 三代太郎橋より下流では昭和51年以降の災害復旧事業等に
より河道改修を実施してきたが、現在湾曲部内湾等に土砂が
堆積し、河積が減少している。

 全川に渡って流下能力が低く、近年発生した大規模洪水にお
いて多くの家屋浸水被害が発生している。

 三代太郎橋より上流の水田貯留効果により、下流への通過流
量が低減している。

 近年発生している家屋浸水被
害を軽減させるため、流下能
力を向上させる対策が必要。

 三代太郎橋より上流の水田
による貯留効果は大きいため、
計画と併せて土地利用との連
携が必要。

高潮
地震・津波

 河口部に神内川防潮水門は昭和58年に整備されており、建築
後長い年数が経過しているため、地震でこれらの施設が壊れ
る可能性がある。

 L2津波が発生した場合には、浸水被害が生じることが想定さ
れている。

 神内川防潮水門は治水上重
要な施設であり、地震後の津
波や高潮による被害を軽減す
るため、L2地震動に対する改
築が必要。

河川利用

 神内川の堤防は、散歩・ジョギングの場として利用されている。

 慣行水利権が有り、周辺農地のかんがい用水として重要な役
割を果たしている。

 河川利用施設の適切な管理
が必要。

 利水施設の適切な管理。

環境

 回遊性生物が確認されている。

 下流部や中流部では流れがほとんどなく湿地帯の植物や沈水
植物が優占する。また、上流部や最上流部では穏やかな流れ
があり、湿地性の植物が優占する。

 河川水質はA～AA類型程度であり、比較的良好である。

 生物に配慮した環境を保全並
びに今後、河道内の植生等
の環境の復元。

 特定外来生物の移入回避。
 現在の水質の維持管理。



６．河川整備基本方針（案）の概要
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■河川整備基本方針（案）の概要（対策案比較）
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対策 特徴 概算事業費 評価

河道改修
案

 基本高水流量を河道改修により対応
 河道改修区間は、河口～上流端まで全区間の約

4.4km
 流下能力確保のため、河道掘削及び河道拡幅を実施
 河道拡幅箇所は市街地以外に限定されるため、家屋
等への影響は小さい

 神内川防潮水門改築、三代太郎橋より上流の橋梁改
築、取水堰改築

約38億円 ○

遊水地案

 三代太郎橋付近から船谷川合流点付近にかけての水
田に遊水地を設置

 洪水調節容量が350千㎥と大きく実現性が低い
 農地面積が約30haであるため、必要水深は1.5ｍ必要
となる

約46億円 △

放水路案

 砥嶋川合流点下流付近から熊野灘に放水するルート
が考えられるが、トンネル構造とする必要があり、放水
先の河口閉塞の可能性が高く、実現性が低い

約84億円 ×

ダム案

 流域内にダムサイトの適地がない
 神内神社上流で全量カットしても下流区間で流量低減
効果はほとんどない

- ×



■河川整備基本方針（案）の概要（まとめ）
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項目 基本方針（案）の概要

洪水 ●河川整備基本方針における計画規模は、河川重要度、県内バランスなどを考慮して、
1/30年とする。

●1/30年の降雨に対する洪水に対して、現在、流下能力が不足しているため、
洪水処理対策（水門改築・河道改修）を行う。
●超過洪水に対しては、水田貯留効果を発現させるような堤防整備を検討するほか、
ソフト対策を進めるなど、関係機関と連携し、地域の防災力の向上に努める。

地震・津波 ●L1津波に対しては、関係機関や自治体と連携して津波被害から地域の人命・財産を
守る。
●L2津波に対しては、施設対応を超過する事象として、人命が損なわれないことを最優
先して、津波防災地域づくりと一体となった総合的な津波対策を推進し、減災を目指す。

河川利用 ●今後の水利用の実態に応じて、関係機関との連携のもと、
適切な水利用が図られるように努める。

環境 ●良好な自然環境と河川景観を保全し、多様な動植物の生息・生育・繁殖環境を
次世代に引き継ぐよう努める。
●河川工事等により良好な河川環境への影響が懸念される場合には、代替措置や
環境に配慮した工法等を採用し、環境への影響の回避と軽減に努める。

注１）L1津波：過去最大クラスの津波（比較的発生頻度が高い）
注２）L2津波：南海トラフの理論上最大クラスの地震を想定した場合に想定される津波





７．河川整備計画（原案）
の概要
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■河川整備計画(原案)の概要
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河川整備計画の対象区間

 以下に示す神内川水系の県管理区間の全域とする。

水系名 河川名 起点 終点 延長(m)

神内川
幹川
神内川

左岸 南牟婁郡紀宝町神内1075番地
海に至る 4,411

右岸 南牟婁郡紀宝町神内1015番地

河川整備計画の対象期間

 神内川水系の河川整備計画は、神内川水系河川整備基本方針に基づいた河
川整備の当面の目標であり、その計画対象期間は30年間とする。

 本整備計画は、現時点における流域及び河川の状況に基づき策定したものであ
り、今後河川及び流域を取り巻く社会状況の変化等に合わせて、必要に応じて
適宜見直しを行っていくものである。





■河川整備計画(原案)の概要（治水対策の実施）
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河川整備の実施に関する事項

 河川工事の目的

 河川工事の目的は、平成23年9月、平成29年6月、平成29年10月の
洪水と同程度の出水に対して床上浸水被害を解消することを目的として、
河口から三代太郎橋区間の河道掘削により河積を増大し、洪水被害の
防止を図る。

 今後発生することが予想される南海トラフを震源域とする地震に対して
は、地震後の津波や高潮による被害を軽減するため、神内川防潮水門
の耐震性能を確保する。

 河川工事の施工場所

水系名 河川名 区間 主な整備内容

神内川 神内川
0.0k ・神内川防潮水門改築

0.0k～1.8k ・河道掘削、護岸工、落差工、橋梁改築・補強













■河川整備計画(原案)の概要
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 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項

 河川の適切な利用については、今後とも関係機関との連携のもと、適切な水
利用が図られるよう努めるとともに、綿密な情報提供等、水利用の効率化を
促進し、さらに既得水利の取水が安定的になされ、かつ良好な水環境が維
持・改善されることを目標とする。

 流水の正常な機能を維持するための必要な流量については、今後流況の把
握を行うとともに取水実態や動植物の生息・生育・繁殖環境等の調査を行っ
た上で設定に努める。



■河川整備計画(原案)の概要
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 河川環境の整備と保全に関する目標

 神内川の特性が生み出す良好な自然環境と河川景観を保全し、多様な動
植物の生息・生育・繁殖する豊かな自然環境を次世代に引き継ぐよう努め、
川と人々の営みが共生できるような整備を推進する。

 河川工事等による良好な河川環境への影響が懸念される場合には、代替
措置や環境に配慮した工法や構造の採用等により、環境への影響の回避と
軽減に努める。

 動植物の生息・生育・繁殖地の保全については、魚類が河川の上下流や本
支川等を往来できるようかんがい期に水域の連続性を確保し、生物の生活
史を支える環境を確保できるよう良好な自然環境の保全に努める。

 良好な景観の維持・形成については、治水との整合を図りつつ、沿川の市街
地における憩いの場である良好な水辺景観の維持・形成に努める。また、河
川改修等においては、良好な景観との調和に配慮しつつ整備を進める。維
持管理においても、関係機関や地域住民と連携し、ゴミ投棄の防止や、草刈
り等の取り組みを進め、良好な河川環境の整備に努める。



■河川整備計画(原案)の概要
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 河川の維持の目的、種類及び施工の場所
河道及び河川管理施設の維持

 河道内に堆積した土砂等が洪水の流下を阻害する恐れがある場合には、必
要に応じて土砂を撤去し河積を確保するものとする。特に出水後は河川巡視
を実施し、主として土砂堆積の状況を確認する。

 土砂の撤去の際には、平坦な河床としない等自然環境への配慮を行う。

 定期点検により法崩れ、ひび割れ、漏水、洗掘、沈下等の異常が無いか確
認する。異常が確認された場合には、必要な対策を実施し堤体の機能維持
に努める。

 河川管理施設の維持については、洪水、高潮、津波等の際、必要な機能が
発揮されるよう、適切に点検、巡視等を行い、必要に応じて補修・更新を行う
とともに予防保全が必要な施設については、長寿命化計画に基づき、計画
的に適切に修繕・更新に努める。

 耐震の観点から、地震に伴う基礎地盤の液状化等により、堤防の沈下、崩
壊、ひび割れ等が生じた場合の浸水による二次災害の恐れがある箇所につ
いて、堤体の機能維持に努める。

 地域住民との連携を図り除草等の日常管理に努めるとともに、河川内のゴミ
等についても、関係機関等との連携を図りながら河川美化に努める。



■河川整備計画(原案)の概要
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 河川の維持の目的、種類及び施工の場所
水量の監視等

 動植物の生息・生育・繁殖環境の保全及び利水の安定的な取水に必要な
流量の確保を目指し、水量の監視を行う。

 関係機関との連携・協力のもと、適切な水利用の促進を図るとともに渇水時
の情報伝達体制の整備、綿密な情報提供等水利用の効率化に努める。

水質の保全
 下水道等の関連事業、関係機関や地域住民と連携・協働を図りながらより一
層の水質改善に努める。

河川環境の適正な利用と管理
 植生に関してはヨシ群落等の良好な自然が残されていることから、保全に努
める。また、魚類等の水生生物への配慮として、河川・水域の連続性の確保
に努める。



■河川整備計画(原案)の概要
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 その他河川の整備を総合的に行うために必要な事項
整備途上段階および超過洪水への対策

 計画規模を上回る洪水や整備途上段階における洪水による被害を最小限
に抑えるよう、ソフト対策として、「防災みえ.jp」による水位・雨量の情報提供、
洪水浸水想定区域図の作成等、紀宝町が取り組む洪水ハザードマップ作成
の支援を行い、総合的な被害軽減対策を関係機関や地域住民と連携して
推進する。

 内水被害の著しい地域においては、関係機関と連携・調整を図り、必要に応
じて内水被害の軽減対策を検討する。

 神内川水系は、平成23年9月の紀伊半島大水害等による未曾有の水害を
経験していることから、雨量・水位情報の確実な発信等、水防体制の強化に
努める。

 情報伝達及び警戒避難体制の整備を行うとともに、住民の防災訓練の参加
等により、災害時のみならず平常時から防災意識向上や水防活動の充実に
努める。



■河川整備計画(原案)の概要
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 その他河川の整備を総合的に行うために必要な事項
河川情報の提供、流域における取り組みへの支援等に関する事項

 地域住民等の関係者との「協働」を進め、河川に関する各種情報の提供や
地域関係者との意思疎通に努める。

 河川管理者、地域の住民や学校、企業、団体等の各主体がそれぞれの担う
べき役割を認識し、その役割を果たしつつ、相互の連携に努める。



８．今後の予定
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